
印西市外国人介護人材家賃補助金交付要綱  

 

 （趣旨） 

第１条   この要綱は、市における介護職員の不足に対処し、必要な介護サービ  

スの提供に努めることを目的として、外国からの介護人材の確保を行う法人  

に対し、予算の範囲内において交付する印西市外国人介護人材家賃補助金（以  

下「補助金」という。）に関し、印西市補助金等交付規則（昭和５３年規則第  

６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1)  法人 申請時に市に介護事業所を設置する法人をいう。  

(2)  介護事業所  市内に所在する介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

の規定に基づく指定居宅サービス事業所、指定地域密着型サービス事業所、 

介護保険施設、指定介護予防サービス事業所及び指定地域密着型介護予防 

サービス事業所をいう。  

（3） 外国人介護職員  出入国管理及び難民認定法（昭和２６年法律第３１  

９号）第２条の２に規定する在留資格を有する者のうち、同法別表第１の  

２の表及び５の表の上覧に掲げる在留資格が、次のいずれかに該当し、該 

当する在留資格に応じそれぞれ同表の下欄に掲げる活動に従事する者で 

あって、介護事業所で介護職員として働く者をいう。  

 ア 介護 

 イ 特定技能（出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の下欄第１号  

の区分とし、法務省令で定める産業上の分野は介護分野に限る。）  

  ウ 技能実習（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関  

する法律（平成２８年法律第８９号）第９条の規定に基づき認定された  

同法第８条第１項に規定する技能実習計画に記載する同条第２項第６号  

の技能実習の内容について職種及び作業が介護に係るものに限る。）  

  エ 特定活動（出入国管理及び難民認定法別表第１の５の表の下欄に掲げ  

る活動は、法務省告示で定める経済連携協定に基づき、社会福祉士及び  



介護福祉法（昭和６２年法律第３０号）第２条第２項に規定する介護福  

祉士の監督の下で介護福祉士として必要な知識及び技能に係る研修とし  

て業務に従事する活動に限る。） 

  オ その他市長がアからエまでに定める者と同等の資格を持つと認める者  

(4)  借家等  借家、アパート等をいう。  

(5)  家賃等  借家等に係る家賃及び共益費を合算した額で、当月に支払う  

額を当月分とする。  

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、借家等に居住する外国人介護職員に対して、

家賃等を手当てする法人とする。  

 （補助金の額等） 

第４条  補助金の額は、法人が手当てした月額から、その他補助制度等による

収入がある場合はその額を控除した額の２分の１以内の額とする。  

２ 前項の補助金の額は、借家等１戸あたり１月につき２万５,０００円を上限

とし、その額に１ ,０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。  

３ 家賃等の補助を行う期間は、補助開始月から一人当たり１２月を限度とす

る。 

４ 月途中において、新たに借家等を借り上げ外国人介護職員が入居した場合  

の当該月の補助金の額は、日割りによって算定するものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、外国

人介護人材家賃補助金交付申請書（別記第１号様式）に関係書類を添えて、

市長に提出しなければならない。  

２ 申請者は、家賃等を手当てする外国人介護職員の入居後１月以内に、また、

年度を超えて継続して手当てする場合にあっては、当該継続して手当てする

年度の４月未日までに、前項に規定する申請書を提出しなければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条  市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

交付の可否を決定し、外国人介護人材家賃補助金交付（不交付）決定通知書



（別記第２号様式）により、申請者にその結果を通知するものとする。  

 （申請内容の変更）  

第７条  前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」 

という。）は、申請書の内容に変更が生じたときは、外国人介護人材家賃補助  

金変更交付申請書（別記第３号様式）に関係書類を添えて、市長に提出しな  

ければならない。  

２ 市長は、前項の規定による変更交付申請書を受け取ったときは、その内容  

を審査し、外国人介護人材家賃補助金変更交付（不交付）決定通知書（別記  

第４号様式）により、申請者にその結果を通知するものとする。  

 （実績報告） 

第８条  第６条の規定による交付決定を受けた者は、当該年度の手当期間終了

後速やかに外国人介護人材家賃補助金実績報告書（別記第５号様式）に関係

書類を添えて市長に提出しなければならない。  

（交付額の確定）  

第９条  市長は、前条の規定による報告を審査し、適当と認めたときは、外国  

人介護人材家賃補助金交付確定通知書（別記第６号様式）により通知するも  

のとする。  

（交付の請求）  

第１０条  前条の規定による通知を受けた者が、補助金の交付を受けようとす  

るときは、外国人介護人材家賃補助金交付請求書（別記第７号様式）を市長  

に提出しなければならない。  

 （交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（1) 交付決定者が交付期間中に家賃等の手当てをしなくなったとき。  

（2） 補助金の申請に関し、偽りその他不正の行為があったと認めたとき。 

（3） 法令又はこの要綱に違反したとき。  

（4） その他市長が必要と認めたとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した  

場合において、既に補助金が交付されているときは、その全部又は一部の返  



還を命ずることができる。  

３ 市長は、前２項の規定により交付決定者に損害が生じることがあってもそ  

の賠償の責めを負わない。  

 （委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、  

市長が別に定める。  

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行し、同日以後に入国した外国人介護

職員に対して法人が手当てした家賃等から適用する。 


